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基本健康診査の受診率向上が老人診療費に及ぼす影響に関する研究 

 
多田羅 浩三 

 

１．はじめに 

老人保健法による保健事業が 1983 年 2 月に実施されてから、23 年の歴史が刻まれてきた。

この間、全国の市町村において保健事業推進の貴重な成果が積み重ねられ、人々の健康の

確保、増進にかけがえのない役割を果たしてきたことは明らかである。なかでも健康診査

事業については、保健事業の中核を担うものとして、大きな実績をかさねてきた。 
健康診査事業のうち、当初の一般診査、また 1987 年度から実施されてきた基本健康診査

については、とくに医療保険の実績に及ぼす影響について大きな関心が寄せられ、これま

でにも健康診査事業の優れた効果について、多くの報告 1-10 が行われてきた。筆者らは、1993
年度の全国の市町村の基本健康診査および国民健康保険による診療の実績をもとにした分

析を行い、基本健康診査の受診率の高い区分の市町村ほど、老人の 1 人当たり診療費が低

く、基本健康診査受診率 10％以上の市町村の実績によって総額約 4,700 億円の老人診療費

の軽減効果があったことを示唆する結果が得られたことを報告 11 した。この結果をふまえ、

1993 年度の基本健康診査と 1997 年度の国民健康保険の実績を対象に人口区分別分析を行い、

分析を行った全ての人口区分の市町村において、1993 年度の基本健康診査受診率区分が高

い市町村ほど、1997 年度の老人 1 人当たり診療費が低額となる傾向があり、基本健康診査

受診率と老人 1 人当たり診療費の間には、総数において－0.209 の相関係数、Y=－1,303X + 

668,651 の回帰式が得られた。また人口区分別には、分析を行った全ての人口区分において

負の相関係数が得られ、人口区分が 18,376 人～30,401 人の市町村において－0.248 の最も大

きい係数が得られた 12。 

本研究は、これらの分析結果を受けて、1998 年度、および 2003 年度の全国の全ての市町

村の基本健康診査、および国民健康保険による診療の実績をもとに、基本健康診査事業の

推進が老人の診療実績に及ぼす影響について、1993 年度の結果も合わせて分析を行い、そ

の関係を一層、明確にすることを目的に実施したものである。 
 

２．方 法 

1998 年度の「老人保健事業報告」と 2003 年度の「地域保健・老人保健事業報告」、およ

び 1998 年度版と 2003 年度版の「国民健康保険の実態」に報告された、全国の市町村の 1998
年度、および 2003 年度の老人保健法による基本健康診査受診率、および国民健康保険の老

人保健給付分の 1 人当たり診療費を対象に分析を行った。1993 年度については、1998 年に

発表した文献に示された分析結果を一部修正して使用した。 
2003 年度の基本健康診査受診率、および国民健康保険の老人保健給付分の診療実績につ

いては、市町村の人口区分別、入院・入院外区分別に、基本健康診査受診率と老人 1 人当

たり診療費、および診療費３要素－受診率、１件当たり日数、１日当たり点数－の関係に

ついて分析を行った。 

ここでの人口区分は、各区分の市町村数が同数となることを原則に９つの区分とした。

区分ごとの人口（市町村数）は、以下のとおりである。 
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第 1 区分 198～3,220 人以下、第 2 区分 3,221～5,055 人、第 3 区分 5,056～6,999 人、 
第 4 区分 7,000～9,252 人、第 5 区分 9,253～12,724 人、第 6 区分 12,725～19,081 人、 
第 7 区分 19,082～32,884 人、第 8 区分 32,885～68,262 人、第 9 区分 68,263～3,495,117 人。 

 
３．結 果 

１）基本健康診査受診率区分別にみた老人 1 人当たり診療費 
老人１人当たり診療費は、1993 年度、1998 年度、2003 年度の各年度において、それぞれ

ほぼ同じ規模の額で、年度を経るとともに減少の傾向がみられた。また、各年度において、

10％単位の基本健康診査受診率の 7 つの区分において、受診率が高い区分ほど老人 1 人当

たり診療費が低額であるという傾向がみられた。 
2003 年度では、受診率が 60％以上の 916 の市町村の老人 1 人当たり診療費の平均値は 56

万 2,742 円で最も低額であり、受診率が 10％未満の 15 の市町村では 65 万 9,855 円で最も高

額であった。（図 1、表 1） 
 

図1　基本健康診査受診率区分別老人1人当たり診療費
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単位：円

基本健康診査

受診率

10％未満 670,749 （n=18） 667,449 （n=11） 659,855 （n=15）
10～19％ 670,676 （n=222） 655,089 （n=161） 643,312 （n=122）
20～29％ 638,805 （n=530） 648,684 （n=473） 626,987 （n=374）
30～39％ 627,852 （n=640） 625,245 （n=627） 605,969 （n=561）
40～49％ 607,442 （n=623） 597,403 （n=593） 588,576 （n=574）
50～59％ 589,909 （n=517） 592,803 （n=557） 577,255 （n=576）
60％以上 577,541 （n=702） 576,856 （n=821） 562,742 （n=916）
総数 611,995 （n=3,252） 607,375 （n=3,243） 589,492 （n=3,138）

表1　基本健康診査受診率区分別老人1人当たり診療費

1993年度 1998年度 2003年度

老人1人当たり診療費
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２）各基本健康診査受診率区分の市町村の老人 1 人当たり診療費と受診率 10％未満

の市町村の老人 1 人当たり診療費との差額 
各年度における各基本健康診査受診率区分の市町村の老人 1 人当たり診療費と受診率

10％未満の市町村の老人 1 人当たり診療費との差額は、表 2 に示すとおりである。 
各年度において一致して、受診率 10％未満の市町村の老人 1 人当たり診療費と各受診率

区分の市町村の老人 1 人当たり診療費の差額は、受診率が高い区分の市町村ほど差額が大

きくなる傾向がみられた。受診率 60％以上の市町村における差額は、1993 年度において

93,208 円、1998 年度では 90,593 円、2003 年度では 97,113 円の差がみられた。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

３）軽減された老人診療費 
各年度における基本健康診査受診率が 10％未満の市町村の老人 1 人当たり診療費と各受

診率区分の市町村の老人 1 人当たり診療費との差額が、基本健康診査の受診による国民健

康保険の老人保健医療給付対象者iの診療費に対する軽減効果であったと仮定し、基本健康

診査が市町村の 70 歳以上の全高齢者の診療費に同様の効果を与えたとして、前記の差額と

受診率区分別の市町村の 70 歳以上推計人口との積によって算出した、各受診率区分の市町

村の軽減された老人診療費の額は表 3 に示すとおりである。全市町村の軽減された老人診

                                                           
ii 2002 年 9 月までは原則 70 才以上。2002 年 10 月以降、毎年 1 歳ずつ引上げられており、2006 年 10
月に原則 75 歳以上となる。 

単位：円

基本健康診査

受診率 1993年度 1998年度 2003年度

10～19％ 73 12,360 16,543
20～29％ 31,944 18,765 32,868
30～39％ 42,897 42,204 53,886
40～49％ 63,307 70,046 71,279
50～59％ 80,840 74,646 82,600
60％以上 93,208 90,593 97,113

老人1人当たり診療費の差額

受診率10％未満の市町村の老人1人当たり診療費との差額
表2　基本健康診査受診率区分別の市町村の老人1人当たり診療費

70歳以上

推計人口

軽減された
診療費

70歳以上

推計人口

軽減された
診療費

70歳以上

推計人口

軽減された
診療費

（人） （万円） （人） （万円） （人） （万円）

2,054,807 15,000 916,427 1,132,704 477,179 789,442

2,844,506 9,086,490 3,529,035 6,622,234 2,688,272 8,835,907

2,112,070 9,060,147 2,881,439 12,160,825 3,272,670 17,635,274

1,691,708 10,709,696 2,523,951 17,679,268 3,811,461 27,167,743

1,117,959 9,037,581 2,011,987 15,018,678 3,109,645 25,685,784

972,559 9,065,028 1,576,168 14,278,981 3,357,319 32,603,943

10,793,609 46,973,942 13,439,007 66,892,690 16,716,546 112,718,093

表3　基本健康診査受診率区分別の軽減された診療費

基本健康診査
受診率

1993年度 1998年度 2003年度

50～59％

60％以上

計

10～19％

20～29％

30～39％

40～49％

軽減された診療費：70 歳以上推計人口×各受診率区分の 10％未満市町村の 70 歳以上人口 1 人当たり診療費との差額  
70 歳以上推計人口：各受診率区分における人口の 1993 年では 8.74％、1998 年では 10.79％、2003 年では 13.25％として算出 
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療費の総額は 1993 年度において 4,697 億円、1998 年度では 6,689 億円、2003 年度では 1 兆

1,272 億円であったと推計された。 

基本健康診査受診率 10％以上の 70 歳以上推計人口の推移は、1993 年度を 100 とすると、

1998 年度は 125、2003 年度は 155 で人口の急速な高齢化がみられた。これに対し、例えば

受診率 60％以上の市町村の 70歳以上推計人口が同人口に占める割合は、1993年度では 9.0％、

1998 年度では 11.7％、2003 年度では 20.1％で、受診率の顕著な向上があり、結果として軽

減された老人診療費は 1993 年度を 100 とすると、1998 年度は 142、2003 年度は 240 であっ

た。 
 

４）人口区分別および総数・入院・入院外別分析 
（１）基本健康診査受診率と老人 1 人当たり診療費の相関係数および回帰式 

2003 年度の実績について、市町村の人口区分別、および診療実績の総数、入院、入院外

の別に、基本健康診査受診率（X）と老人 1 人当たり診療費（Y）の間の相関係数、および

回帰式を算出した。その結果は、表 4 に示すとおりである。 

相関係数については、全人口では、総数で－0.256、入院は－0.239、入院外は－0.127 で

あった。また回帰式は、総数 Y=－1,322X+654,217、入院 Y=－1,009X+375,700、入院外 Y=
－274X+253,572 であった。この結果は、受診率が 1％上がれば、老人 1 人当たり診療費が

1,322 円、入院は 1,009 円、入院外が 274 円軽減されることを示唆している。2003 年度の 70
歳以上人口 1,691 万人に対して、受診率が 1％上昇すると、総額 224 億円、入院で 171 億円、

入院外は 46 億円の診療費が軽減されると計算することができる。 

人口区分別の相関係数は、総数では、分析を行った全ての人口区分において負の係数で

あり、7,000～9,252 人の人口区分で－0.319 の最も大きい係数が得られた。入院でも、全て

負の係数であり、19,082～32,884 人の人口区分のところで－0.351 の最も大きい係数が得ら

れた。入院外の実績では、32,885～68,262 人の人口区分のところを除く、全ての人口区分に

おいて負の係数であり、7,000～9,252 人の人口区分で－0.237 の最も大きい係数が得られた。 
 

 

総数 入院 入院外
1 349 -0.146 -0.111 -0.130
2 349 -0.313 -0.261 -0.213
3 349 -0.276 -0.282 -0.082
4 349 -0.319 -0.252 -0.237
5 349 -0.275 -0.248 -0.142
6 349 -0.223 -0.227 -0.073
7 348 -0.311 -0.351 -0.039
8 348 -0.184 -0.243 0.020
9 348 -0.252 -0.318 -0.035
計 3,138 -0.256 -0.239 -0.127

Y=-1,322X+654,217 Y=-1,009X+375,700 Y=-274X+253,572
 人口区分：1. 3,220人以下、2. 3,221‐5,055人、3. 5,056‐6,999人、4. 7,000‐9,252人、5. 9,253‐12,724人、

 6. 12,725-19,081人、7. 19,082－32,884人、8. 32,885‐68,262人、9. 68,263人以上

表4　市町村の人口区分別基本健康診査受診率と老人 1人当たり診療費の

相関係数および回帰式（2003年度）

相　　関　　係　　数
人口区分 市町村数

回帰式（総数）
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（２）診療３要素別分析 
①基本健康診査受診率と 1 件当たり日数の相関係数および回帰式 

基本健康診査受診率（X）と 1 件当たり日数（Y）の間の相関係数は、総数では－0.252 で

あり、回帰式は Y=－0.0068X+3.408 であった。受診率が 1％上がれば、1 件当たり 0.0068 日

の診療日数が減少することを示唆している。入院、および入院外の相関係数は、それぞれ－

0.174、－0.197 で、回帰式は、Y=－0.0158X+19.299、Y=－0.0041X+2.446 であった。人口区分

別分析では、相関係数は分析を行った全ての人口区分において負の係数であり、総数では

19,082～32,884 人の人口区分で－0.277、入院では 32,885～68,262 人の人口区分で－0.254、入

院外では 9,253～12,724 人の人口区分で－0.238 の最も大きい係数が得られた。 

総数 入院 入院外
1 349 -0.171 -0.115 -0.147
2 349 -0.268 -0.114 -0.213
3 349 -0.263 -0.140 -0.159
4 349 -0.267 -0.149 -0.214
5 349 -0.271 -0.178 -0.238
6 349 -0.206 -0.121 -0.147
7 348 -0.277 -0.248 -0.153
8 348 -0.219 -0.254 -0.104
9 348 -0.270 -0.229 -0.126
計 3,138 -0.252 -0.174 -0.197

Y=-0.0068X+3.408 Y=-0.0158X+19.299 Y=-0.0041X+2.446
 人口区分：1. 3,220人以下、2. 3,221‐5,055人、3. 5,056‐6,999人、4. 7,000‐9,252人、5. 9,253‐12,724人、

 6. 12,725-19,081人、7. 19,082－32,884人、8. 32,885‐68,262人、9. 68,263人以上

人口区分 市町村数

表5　市町村の人口区分別基本健康診査受診率と1件当たり日数の
相関係数および回帰式（2003年）

 相　　関　　係　　数

回帰式（総数）

 
 

②基本健康診査受診率と老人受診率の相関係数および回帰式 

基本健康診査受診率（X）と老人受診率（Y）の間の相関係数は、総数では－0.083 であり、

回帰式は Y=－0.726X+1,697 であった。受診率が 1％上がれば、老人 100 人当たり 0.726 件

の診療件数が減少することを示唆している。入院、および入院外の相関係数は、それぞれ

－0.231、－0.052 で、回帰式は、Y=－0.253X+93、 Y=－0.405X+1,480 であった。人口区分

別分析では、入院では分析を行った全ての人口区分において負の相関係数であり、19,082 －
32,884 人の人口区分で－0.347 の最も大きい係数が得られた。 

 
 
 

 
 
 

 
 

総数 入院 入院外
1 349 -0.074 -0.137 -0.057
2 349 -0.141 -0.275 -0.102
3 349 0.079 -0.277 0.127
4 349 0.023 -0.237 0.063
5 349 -0.073 -0.225 -0.036
6 349 0.021 -0.191 0.056
7 348 -0.053 -0.347 -0.012
8 348 -0.021 -0.284 -0.021
9 348 0.060 -0.344 0.045
計 3,138 -0.083 -0.231 -0.052

Y=-0.726X+1697 Y=-0.253X+93 Y=-0.405X+1480
 人口区分：1. 3,220人以下、2. 3,221‐5,055人、3. 5,056‐6,999人、4. 7,000‐9,252人、5. 9,253‐12,724人、

 6. 12,725-19,081人、7. 19,082－32,884人、8. 32,885‐68,262人、9. 68,263人以上

表6　市町村の人口区分別基本健康診査受診率と老人受診率の
相関係数および回帰式（2003年）

 相　　関　　係　　数
市町村数人口区分

回帰式（総数）
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③１日当たり診療費 
基本健康診査受診率（X）と 1 日当たり診療費（Y）の間の相関係数は、総数では 0.053

であり、回帰式は Y = 4.33X+11,466 であった。受診率が 1％上がれば、1 日当たり 4.33 円の

診療費が増加することを示唆している。入院、および入院外の相関係数は、それぞれ 0.125、
0.090 で、回帰式は、それぞれ Y=19.88X+21,165、Y=6.72X+7,161 であった。人口区分別の

相関係数は、総数では全ての人口区分において係数が小さく、また 4 つの人口区分におい

て正の係数であり、入院では全ての人口区分において正、入院外でも 7,000～9,252 人の人

口区分以外では正の係数であった。 
 
 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

４．考 察 

わが国における健康診査の歴史は、1961 年に国民皆保険体制が達成されたころ、山間部

や僻地において医療保険サービスの補完、住民の健康管理体制の充実を目指して、岩手県

沢内村や長野県八千穂村、島根県八雲村などで生まれたものを原点とするであろう。 
1982 年に制定された老人保健法において、市町村による保健事業の実施が定められたこ

とに対しては、当時の沢内村や八千穂村における長年の実績が、健康診査を中心とした保

健事業が疾病の早期発見、とくに高血圧の早期発見、早期治療に顕著な成果をあげ、結果

として医療費の軽減に優れた効果を有することが示されてきたことが、かけがえのない基

盤になったと思われる。 
1984 年初冬、筆者らは、北海道鷹栖町、岩手県沢内村、新潟県大和村、長野県八千穂村、

岐阜県和良村、富山県福光町、大阪府八尾市、島根県八雲村、高知県野市町、福岡県朝倉

町を訪問し、これらの市町村における保健事業と国民健康保険の実績との関連について分

析を行った。そして、これらの市町村の老人医療の実績について、対応する道府県の実績

に比べ、1 件当たり日数について共通して短縮の傾向があることを報告 2 した。 

また 1988 年、筆者らは全国の人口が 3 万以上 20 万未満の市、509 か所を対象に、1983
年、および 1986 年の保健事業および国民健康保険の実績について調査を行い、一般診査（当

時）受診率（X）と老人 1 人当たり入院日数（Y）の間に、Y=－0.122X+24.5 の回帰関係が

あること、1985 年度から 1986 年度には一般診査受診率が 25.5％から 27.6％へ 2.1％の増加

があったので、老人の入院日数を約 218 万日（＝0.122×2.1×850 万人）減少させたと算出で

総数 入院 入院外
1 349 0.034 0.114 0.009
2 349 0.043 0.137 0.056
3 349 -0.069 0.126 -0.010
4 349 -0.030 0.109 -0.025
5 349 0.076 0.084 0.130
6 349 -0.042 0.040 0.034
7 348 -0.009 0.198 0.118
8 348 0.033 0.244 0.107
9 348 -0.073 0.256 0.043
計 3,138 0.053 0.125 0.090

Y=4.33X+11466 Y=19.88X+21165 Y=6.72X+7161
 人口区分：1. 3,220人以下、2. 3,221‐5,055人、3. 5,056‐6,999人、4. 7,000‐9,252人、5. 9,253‐12,724人、

 6. 12,725-19,081人、7. 19,082－32,884人、8. 32,885‐68,262人、9. 68,263人以上

回帰式（総数）

表7　市町村の人口区分別基本健康診査受診率と 1日当たり診療費の

相関係数および回帰式（ 2003年）

人口区分 市町村数
 相　　関　　係　　数
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きたと報告 4-5 した。 
また、前述のとおり筆者らは、1993 年度の全国の市町村の基本健康診査および国民健康

保険による診療の実績、また 1993 年度の基本健康診査と 1997 年度の国民健康保険の実績

を対象に分析を行い、それぞれ基本健康診査の実績が大きいところほど、老人 1 人当たり

診療費が低く、1993 年度において約 4,700 億円の老人診療費が軽減されたと算出されたこ

と、またとくに 1997 年度の実績から、人口区分別に相関関係の分析を行い、分析を行った

全ての人口区分の市町村において、基本健康診査受診率と老人 1 人当たり診療費の間に負

の相関係数が得られたことを報告 11,12 した。今回は、1998 年度、2003 年度の実績を対象に

分析を行い、それぞれ 6,689 億円、1 兆 1,272 億円の老人診療費の軽減効果があったことが

示唆された。 
2003 年度の国民健康保険の老人保健医療給付対象者の 1 人当たり診療費について、老人

1 人当たり診療費＝1 件当たり日数×老人受診率×1 日当たり診療費であるので、これらの診

療 3 要素と基本健康診査受診率の相関関係をみると、1 件当たり日数において、総数、入院、

入院外ともに分析を行った全ての人口区分で負の係数が得られた。1 件当たり日数が短くな

るということは、疾病が軽症になっているということを示唆しており、健康診査の結果、

疾病の早期発見が行われ、早期の治療が可能となったことの所産ではないかと考えられる。

受診率については、入院では全ての人口区分において負の相関係数が得られたが、総数、

入院外では値は小さかったが、多くが正の係数であった。健康診査の実施によって、入院

の場合は疾病の早期発見によって入院日数が短縮されて、受診率の低下がみられたが、入

院外では健康診査の受診が疾病の発見につながり、結果として入院外の受診率を高くさせ

たが、早期発見の結果、1 件当たり日数は短縮されたと考えることができる。1 日当たり診

療費は、総数では係数が小さく、入院では全てが正の係数で、入院外でも多くが正の係数

であった。一連の診療行為について、診療日数と独立して行われる一定の診療業務があり、

診療日数の減少が相対的に 1 日当たり診療費を増加させていることが考えられる。これら

の結果は、基本健康診査の受診が、受診者の 1 件当たり日数を短くする効果を有している

ことが、老人の 1 人当たり診療費を軽減させた、基本の要因であることを示唆している。 

今回得られた回帰式 Y=－1,322X+654,217 からすると、2003 年度における 70 歳以上人口

1,691 万人に対し、例えば同じ人口で、基本健康診査受診率 44.8％が 5％向上して 49.8％に

達したとすると、1 兆 1,133 億円が軽減されると算出される。さらに将来、70 歳以上人口が

2,000 万人となり、基本健康診査受診率が 60％を達成された場合には、軽減額は 1 兆 5,864
億円で、現状より 5,849 億円多い費用の軽減となり、老人の総診療費は 11 兆 4,979 億円に

なると算出される。この診療費の軽減効果は、老人の入院および入院外の 1 件当たり日数

の減少に由来するものであり、「元気で長生き」の所産であることを思い、人口の高齢化

が急速に進む中で、基本健康診査の受診率が向上することの意義を改めて深く認識すべき

である。 

この点現状では、基本健康診査受診率 10％以上の市町村の 70 歳以上推計人口は、1993
年度を 100 とすると 2003 年度は 155 で、人口の急速な高齢化がみられたが、これに対し、

基本健康診査受診率の向上があって、結果として軽減された老人診療費は 1993 年度を 100

とすると、2003 年度は 240 で顕著な増加があり、基本健康診査の実施が老人診療費の軽減

に一定の成果をあげていることを確認することができる。 
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５．結 論 

老人１人当たり診療費は、1993 年度、1998 年度、2003 年度の各年度において、10％単位

の基本健康診査受診率の 7 つの区分において、受診率が高い区分ほど老人 1 人当たり診療

費が低額であるという傾向がみられた。 
各年度において、受診率 10％未満の市町村の老人 1 人当たり診療費と各受診率区分の市

町村の老人 1 人当たり診療費の差額は、受診率が高い区分の市町村ほど差額が大きくなる

傾向がみられた。この差額が、基本健康診査の受診による国民健康保険の老人保健医療給

付対象者（原則、70 歳以上高齢者）の診療費に対する軽減効果であったと仮定して、全市

町村の軽減された老人診療費を算出すると、1993 年度において 4,697 億円、1998 年度にお

いて 6,689 億円、2003 年度において 1 兆 1,272 億円であったと推計された。 
2003 年度の実績について、基本健康診査受診率と老人 1 人当たり診療費の間の相関係数

は、全人口では、総数では－0.256、入院では－0.239、入院外では－0.127 であった。また

基本健康診査受診率（X）と老人 1 人当たり診療費（Y）の間の回帰式は、総数では Y=－
1,322X+65,4217、入院では Y=－1,009X+375,700、入院外では Y=－274X+253,572 であった。

人口区分別には、総数、および入院では、全て負の係数であり、入院外の実績では、ひと

つの人口区分のところを除く、全ての人口区分において負の係数であった。 
基本健康診査受診率と 1 件当たり日数の間の相関係数は、総数では－0.252 であり、入院、

および入院外では、それぞれ－0.174、－0.197 であった。人口区分別分析では、全ての人口

区分において、総数、入院、入院外ともに負の係数であった。 
基本健康診査受診率と老人受診率の間の相関係数は、総数でみると－0.083 であり、入院、

および入院外では、それぞれ－0.231、－0.052 であった。人口区分別分析では、入院では全

ての人口区分において負の係数が得られた。 
基本健康診査受診率と 1 日当たり診療費の間の相関係数は、総数では 0.053 であり、入院、

および入院外では、それぞれ 0.125、0.090 であった。 人口区分別分析では、総数では 4 つ

の人口区分において正の係数、入院では全ての人口区分において正、入院外でもひとつの

人口区分以外では正の係数であった。 

以上、基本健康診査受診率の高い市町村ほど、老人の 1 人当たり診療費が低額となって

おり、これに対して、診療 3 要素別の分析において、1 件当たり日数が基本健康診査受診率

の高いところほど、総数、入院、入院外ともに低値となる傾向がみられた。この結果は、

基本健康診査受診による老人診療費の軽減効果は、基本健康診査によって疾病の早期発見

が可能となり、老人の診療実績において 1 件当たり日数を減少させる効果のあったことが、

その要因であることを示唆している。 
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